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1.本発表の目的

 本発表の目的は、アジアの社会科教育と協同することによって、社会科における防災の視点を提
供することである。

 方法;

1 防災に関する日本の社会科教科書の変遷に注目する

2  日本の社会科教育における防災教育の特徴を明らかにする

3  防災教育でのアジア諸国との協同の重要性を述べる

4  アジア諸国との協同による社会科における防災の視点を提供する



日本の主要な災害 (2007-2016)
年 地震の回数 火山の

回数
台風と洪水の回数

2007 7 5

2008 6 4

2009 3 3

2010 5 5

2011 16
(東日本大震災)

1 3

2012 13 ７

2013 11 13

2014 8 2 15

2015 13 5 10

2016 12 1 10



2．防災に関する日本の社会科教科書の変遷
2-1 学習指導要領における防災

• 社会科と地理の学習指導要領における防災に関する項目

注１: 学習指導要領は10年ごとに改訂される。

注２: 高等学校において、地理は2020年から必修の科目になる。

注３: 1995年に西日本で大地震が発生した（阪神淡路大震災）。

学習指導要領の年度 中学校 (G7-9) 高等学校(G10-12)

1977 国土の利用と環境保全(内容項
目)

地域開発と環境保全(内容項目)

2008・2009 自然環境(防災を含む)(下位の内
容項目) 

自然環境と防災(内容項目)

(1p:説明)

2017・2018 自然環境(防災を含む)(下位の内
容項目) 

自然環境と防災(内容項目)

(6p:説明)



2-2.防災に関する教科書の変遷
社会科と地理の教科書における防災に関する記述

注1: 日本文教出版―中学校教科書

二宮書店―高等学校教科書

出版年 中学校(防災に関するページ数 /総
ページ数)

高等学校(防災に関するページ数/
総ページ数)

1995-1998 2/233 (2001) 2/163

2002-2005 2/197 0/159

2013-2016 6/281 6/193

2020- 12/287 ?



“防災”の該当箇所

2005年の日文社の中学校社会科教科書



“防災”の見出し

2005年の日文社の中学校社会科教科書



2005年の日文社の小学校5年生の社会科教科書

タイトル: 自然災害から人々を守る



要約

• 1995年以前は「自然の恵みと畏敬の念」と題して、火山などによる多
くの温泉など恵みと同様に、自然災害が多いことが記述されている。

•日本は1995年と2011年に阪神淡路大震災（西日本）と東日本大震
災といった大震災を経験している。

•社会科では、これまで防災が注目されてきた。特に大震災の後は、
学習指導要領や教科書でも防災が重視されるようになってきた。

•教育において知識だけでなく、行動もしくは参加が重要であることを
明示化している。



2011年以降の自然災害に対する教科書の変化

2011年以前

「何が起きたのか」

自然災害に関する知識

2011年、2015年以後
「何が起きたのか」

と
「私たちの命の守り方」

災害から守るための自然災害
に関する知識や役立つ知識、
批判的思考と行動。言い換える
と地理の知識と地理らしさ
（powerful knowledge and 

powerful feature）



３.生徒の視野を世界へ広げる防災教育

•日本において、命を守るための防災教育が行われてきた。

1. 自助や共助、公助の考え方は生徒にとって確かなものになった。

2. 授業におけるハザードマップの活用に関心が高まってきた。

しかしながら、生徒は、小学校から高校までの防災教育が教師から与
えられた生活圏（身近な地域）が中心となっているため、興味や関心
をもちにくいだろう。

生徒は学習している内容を過去の出来事として認識するようになるだ
ろう。

生徒の危機意識（urgncy）が薄れていくだろう。



防災教育の流れ

2011年・2015年
後

社会科で防災教育
への取り組みが
強化される

(地理)

日々の学習

生徒の危機意識は
薄れていく。とい
のも学校内の学び
にとどまり、自分
たちの生活との関
連性がないからで

ある

今後

過去の繰り返しに
なるのではないか

教育はどう
あるべき
か？



4. 今後の社会科における防災教育

① 日本もしくは、日本国内で自然災害が発生すれば、社会科の授業で可能な限り迅速に

その地域の災害状況を取り上げたり、生徒が住む地域の防災の状況を振り返る。

↓

・ 生徒は日本で災害がいつ何時でも起きうることを認識する。

→ 生徒に危機意識（urgncy）をもたせる

そのためには柔軟にカリキュラムを編成することが必要だろう（vs定められた学習

指導要領）

→ カリキュラムをマネジメントすることが教師に求められる。



② 世界の災害を学習する。

→ 生徒の視野を日本から世界、特にアジアへと拡張する。

・ 自然環境における違いによって災害が異なる。

例えば、日本とタイの洪水の違い

乾燥地帯における主要な災害である山火事

アジアでは異なった災害が起きること

→ 防災に関する知識を育み、生徒自身の防災を振り返り、そして他の地域や

国々で自分たちができることへの気付きを促す



バンコクのチャオプラヤ カリフォルニアの山火事



日本からアジアや世界へ;
アジアの災害や防災への気付きの重要性

知識

アジアや世界の災害
や防災についての知
識を育成する

振り返り

生徒自身の地域
の防災を振り返

る

可能であ
れば、海
外の生徒
と議論を
する

貢献

自身が他の地
域や国ででき
ることへの気

付き



5.結論
• 小学校から高校までの繰り返し行われる学習では、重要な防災の内容に飽きてしまう。
生徒には新しい刺激が必要である。

→ 自分とは異なる環境の防災を学ぶことは生徒にとって刺激的になる。

重要なパートナーとはまさにアジア諸国である。

結果として、防災に対する知識や反省、貢献といった生徒の資質・能力を育成することは可
能だろう。

これを実現するために、以下ことが必要不可欠である。

① 社会科の柔軟なカリキュラムを編成すること

② 教師たちが防災のために、アジア諸国の生徒同士で情報交換をさせたり、オンラインで
交流をさせたりすること（時差はあまりないので）

理想的として、アジアの社会科の教師たちでコンソーシアムが開催されるを期待したい。


